
事業事前評価表(技術協力プロジェクト)

                                                                  国際協力機構　人間開発部

                                                                            基礎教育第一課

１．案件名

国名          ：パプアニューギニア

案件名（和名）：メディアを活用した遠隔教育普及・組織強化プロジェクト（EQUITVフェーズ2）

      （英名）：Project for Enhancing Access and Capacity of EQUITV program (EQUITV Phas

                e 2)

２．事業の背景と必要性

（１）当該国における教育セクターの現状と課題�

　パプアニューギニア独立国（以下、PNG）は一万近くの島々からなる島嶼国家であり、アクセス

の困難な遠隔地において教育施設及び教員の質・量が不足している。基礎教育（予科～第8学年）

の純就学率は52.9％（2007年、PNG教育省）と大洋州地域の周辺国と比較しても極めて低く、その

改善が大きな課題となっている。また、第8学年修了試験の全国平均点がほぼ全ての教科で4割を下

回っていることから（2006年、PNG教育省）、基礎教育の修了が基礎学力の習得につながっていな

いと考えられている。�

　このような状況の中、我が国は遠隔地における教育の質改善のため、遠隔教育を柱とした協力を

進めてきた。特に、「テレビ番組による授業改善プロジェクト（EQUITVプロジェクト）」（2005年

-2008年）では、対象2州（東セピック州、ブーゲンビル自治州）における教育テレビ番組を通した

授業改善を目標に、モデル授業を撮影・編集した番組の制作支援、モデル授業を担う教師の養成、

モデル授業の活用促進に関する啓発活動等を行った。その結果、対象2州だけでなく他の地域でも

モデル授業を活用する学校が増加し、これらの学校では教師の教授法及び生徒の学習の質が改善*1

されつつあることが報告されている。これを踏まえ、PNG教育省はEQUITVプロジェクトが実施して

きた一連の活動を「EQUITVプログラム」として教育政策に位置付け、全国展開に向けた取り組みを

進めている。�

　一方で、EQUITVプログラムの効果的・効率的な全国普及にあたっては、地方教育行政機関を含む

教育省全体の同プログラム運用・普及に係るマネジメント能力が十分でないことや、学校現場にお

けるモデル授業の活用方法にばらつきがあること等、未だ課題が残る。加えて、PNG教育省は今後

EQUITVプログラムの対象とする学年・教科の拡大を進めることから、より戦略的な計画の策定・実

施、及びそのための持続的な制度構築・能力強化が求められている。�

�

（２）当該国における教育セクターの開発政策と本事業の位置づけ�

　PNGの国家計画である「パプアニューギニア・ビジョン2050」及び「開発戦略計画2010-2030」で

は、基礎教育の完全普及、及び教育セクターにおけるICTの活用促進が目標として掲げられており

この方針は「教育開発計画2005-2014」及び「基礎教育完全普及計画2010-2019」といった教育政策

においても踏襲されている。また、PNG教育省は、我が国の遠隔教育分野に対する協力の成果を踏

まえ、2010年に、メディアを活用した教育プログラムの体系化を目的に「国家メディア教育政策（

NEMP）」を策定した。EQUITVプログラムはNEMPの主要コンポーネントであるため、同プログラムの

実施は、NEMPひいては前述の上位政策の達成に貢献する。�

�
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２．事業の背景と必要性（続き）

　PNG政府は、基礎教育の完全普及に伴う就学児童数の増加予測ならびに教員一人当たり生徒数の

改善を考慮し、2030年までに全国の教職員数を2010年の約3倍（3万8千人→11万1千人）に増やすこ

とを政策目標に掲げ、毎年平均2,300名の新規教員養成に取り組んでいる。多数の遠隔地を擁するP

NGでは、特に遠隔地における教員の質・量の充足に係る制約が深刻であり、量的充足に関しては政

府が教員配置の公平化に係る規則設定や遠隔地における教員住宅の建設等の措置を進め、改善を図

っている。他方で、質的側面については、現職教員に対する研修機会（教科知識並びに教授技能の

研鑽・向上）の継続的な提供が課題である。特に遠隔地においては交通事情・経費等の制約から従

来の対面式研修は実施上の困難が多く、EQUITVプログラムを初めとするICTの積極的な活用が重視

されている。�

　EQUITVプログラムは、モデル授業に基づく質の高い教育と同プログラムの活用を通した中長期的

な教員の継続的能力開発に関する機会を提供するものであり、遠隔地を含めた全国の基礎教育学校

における学習の質の保証に貢献するものである。以上のことからEQUITVプログラムは、その開始か

ら現在まで、また将来において、教員の代替（量的充足のための短期的措置）としてではなく、教

員が行う授業の質を確保するとともに、現職教員に対する専門性研鑽の機会を補完する手段（質的

改善のための中長期的戦略）として位置づけられていると言える。

（３）教育セクターに対する我が国及びJICAの援助方針と実績�

　我が国は、2010年9月の国連総会で発表した「日本の教育協力政策2011-2015」の中で、基礎教育

においては、①質の高い教育、②安全な学習環境、③学校運営改善、④地域に開かれた学校、⑤イ

ンクルーシブ教育、の5項目を重点とした支援を表明しており、本事業はこの中の①に該当する。

また、我が国は第5回「太平洋・島サミット」の中で、大洋州地域への協力においては、①環境・

気候変動分野、②人間の安全保障（保健、教育など）、③人と人との交流、の3つを柱とすること

を表明しており、本事業はこの中の②に該当する。なお、我が国はPNGに対する援助重点分野の一

つに「社会サービス向上」を掲げ、開発課題「教育機能強化」の中で「島嶼・遠隔地教育支援プロ

グラム」を策定しており、本事業は同協力プログラムに位置付けられる。

（４）他の援助機関の対応

　基礎教育分野においては、Australian Agency for International Development（AusAID）がカ

リキュラム及び教科書の改訂・配布、学校補助金制度への財政支援、教育関連施設の建設等幅広い

支援を行うほか、European Union（EU）が特に僻地における基礎教育へのアクセス改善及び教育行

政機関の能力開発への支援、国際連合児童基金（UNICEF）が就学前教育やジェンダー教育への支援

世界銀行が中等教育における遠隔教育への支援を行っている。また、2011年からは、Global Partn

ership for Education（GPE）の触媒基金を活用した小学校における学級文庫の設置も行われてい

る。2009年実績では、PNGの基礎教育関連予算は約107億円であるが、その5割弱にあたる約52億円

がドナー支援によるものである。なお、同分野ではEducation Sector Improvement Program（ESIP

）としてSector-Wide Approach（SWAp）の取り組みが始まっており、行動規範の策定等援助協調が

進められているが、現在のところプールファンドは存在せず、ESIPの枠組みの下で各援助機関がプ

ロジェクト型支援を実施している状態と言える。

３．事業概要

（１）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む）

　本事業は、PNGの4地域・12州を対象に、EQUITVプログラムの運用・普及に係る行政官の能力強化
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（１）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む）（続き）

学校現場におけるEQUITVプログラムの活用支援、教員養成課程へのEQUITVプログラムの導入を行う

ことにより、全国の小学校にEQUITVプログラムを普及するための体制強化を図り、もって全国の小

学校におけるEQUITVプログラムの活用に寄与するものである。なお、本事業では地域ごとに普及を

進めるアプローチを導入することで、同プログラムの戦略的な全国普及を支援する。具体的には、

教育省が策定する全国普及計画に基づき、地理的特徴や予算的・人材的キャパシティを考慮した地

域毎及び州毎の普及計画を策定し、それらの計画に沿って啓発や研修等の活動を進める。また、地

域におけるEQUITVのモデルを創り上げるべく、プロジェクトでは各地域に重点州*2を設定する。

（２）プロジェクトサイト／対象地域名

・NGI地域：ブーゲンビル自治州、東ニューブリテン州、マヌス州、ニューアイルランド州及び西

ニューブリテン州（全5州）�

・モマセ地域：東セピック州、マダン州、モロベ州及びサンダウン州（全4州）�

・ハイランド地域：西ハイランド州（5州中1州）�

・南部地域：首都特別区（NCD）、セントラル州（6州中2州）

（３）本事業の受益者（ターゲットグループ）

・教育省関連部局職員：約136名�

・対象地域教育事務所職員：約12名（4地域×3名）�

・対象州教育局職員：約168名（12州×14名）�

・対象州教員養成校教官：約30名（10校×3名）�

・対象州教員養成校学生：約6,000名（10校×200名×3年間）�

・対象州におけるEQUITVプログラム活用校の現職教員（人数は普及計画策定後に確定）

（４）事業スケジュール（協力期間）       2012年 4月  ～  2015年12月  (計45ヶ月)

（５）総事業費（日本側）                                  3.9(億円)

（６）相手国側実施機関

教育省　カリキュラム開発・評価局、教員教育局、標準・ガイダンス局、政策・計画・研究局

（７）投入（インプット）

１）日本側�

・専門家派遣（総括／遠隔教育マネジメント、算数教育、理科教育、普及計画、現職教員研修及

び教員養成研修、啓発活動、モニタリング、業務調整）�

・本邦研修／第三国研修�

・機材供与�

・必要経費の確保�

　-ベースライン調査及びエンドライン調査の実施に係る経費�

　-各種トレーナー養成研修の実施に係る経費�

　-対象州の教員養成校の校長及び教官に対する研修の実施に係る経費�

　-研修教材の印刷及び対象州までの輸送に係る経費
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（７）投入（インプット）（続き）

２）PNG側�

・カウンターパートの配置（カリキュラム開発・評価局、教員教育局、標準・ガイダンス局、政

策・計画・研究局、国立教育メディアセンター、地域教育事務所、州教育局、教員養成校）�

・プロジェクトオフィス及び各種設備の提供�

・必要経費の確保�

　-クラスター*3及び学校レベルでの研修並びにモニタリング等の実施に係る経費（カウンタ�

　 ーパートや研修参加者の交通費、日当、宿泊料等）�

　-プロジェクトで購入した機材等の維持管理に係る経費�

　-6-7-8年生の理科・算数に関するEQUITV教材の印刷・複製に係る経費

（８）環境社会配慮・貧困削減・社会開発

１）環境社会配慮／用地取得・住民移転

①カテゴリ分類：C

②カテゴリ分類の根拠

　本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010年4月公布）に掲げる影響を及

ぼしやすいセクター・特性及び影響を受けやすい地域に該当せず、環境への望ましくない影響は

最小限であると判断されるため、カテゴリCに該当する。

２）ジェンダー・平等推進／平和構築・貧困削減

　本事業では、各種トレーナー選定の際に一定数の女性を含める等、ジェンダーバランスを考慮

する。

３）その他

　特になし。

（９）関連する援助活動

１）我が国の援助活動

　過去に一般無償資金協力「放送教育用教材開発センター整備計画」及び文化無償資金協力「番

組制作機材供与」により導入された国立教育メディアセンターの施設及び機材を活用する予定で

あり、効率的なプロジェクトの運営が期待できる。また、先行案件であるEQUITVプロジェクトに

引き続き、教育省の関連部局・関係者によって構成されるEQUITVマネジメント委員会がカウンタ

ーパートを務めるため、これまでの経験を活かしたプロジェクト運営が期待される。

２）他ドナー等の援助活動

　AusAIDとUNICEFは、放送やDVD等のメディアを通して、ジェンダーや保健衛生、学校運営改善

等に係る啓発活動を実施する予定である。本事業の効果として、受像機を有する学校が増加する

ことで、上記の啓発活動を受ける学校数も増加すると想定される。

４．協力の枠組み

（１）協力概要

１）上位目標

全国の小学校においてEQUITVプログラムが活用される。
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指標：

全国でEQUITVプログラムを活用する学校の割合

２）プロジェクト目標

全国の小学校にEQUITVプログラムを普及する体制が強化される。

指標：

・EQUITVプログラムの全国普及計画が教育省に承認される。�

・カリキュラム開発・評価局、教員教育局、標準・ガイダンス局、政策・計画・研究局から成る

EQUITVマネジメント委員会の会議が四半期に2回以上開催される。�

・全国普及計画の目標値に照らしたEQUITVプログラムを活用する学校数の達成率

３）成果及び活動

成果：

成果1：中央、地域及び州レベルにおいて、EQUITVプログラムの運用・普及に係る能力が強化�

　　　 される。�

成果2：対象州の小学校の授業において、EQUITVプログラムが活用される。�

�

成果3：教員養成校において、EQUITVプログラムの活用方法が学生に周知される。

指標：

指標1-1：EQUITVプログラムの全国普及計画が策定される。�

指標1-2：EQUITVプログラムの地域普及計画及び州普及計画が対象地域及び対象州において策�

　　　　 定される。�

指標1-3：EQUITVプログラムに関する各種研修モジュール*4が開発される。�

指標1-4：地域審議会（RCM）*5で四半期毎に、全国教育幹部会議（SEOC）*6で年1回、EQUITV�

         プログラムの普及について協議される。�

指標1-5：地域トレーナー及び州トレーナー*7の養成研修が各対象州で2回以上開催される。�

�

指標2-1：対象州においてXX％の小学校がEQUITVプログラム運用・管理研修を受ける。�

指標2-2：対象州においてXX％の6-7-8年生の教員がEQUITVプログラム活用研修を受ける。�

指標2-3：対象州においてXX％の小学校がEQUITVプログラムのための資金調達を開始する。�

指標2-4：対象州においてXX％の小学校がEQUITVプログラムを実際の授業で活用する。�

�

指標3-1：対象州の各教員養成校で2人以上の教官が州トレーナーになる。�

指標3-2：対象州においてXX％の教員養成校が既存の授業科目の中でEQUITVプログラムを紹介�

         する。�

指標3-3：対象州において毎年約XX人の学生がEQUITVプログラムについて理解を深めた上で、�

         教員養成校を卒業する。

活動：

成果1に関する活動：�

全国、地域、州レベルにおける普及計画開発のためのワークショップの開催、ナショナルトレー
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活動：（続き）

ナー*7、地域トレーナー及び州トレーナーの養成研修の実施、研修モジュールの開発等。�

�

成果2に関する活動：�

国家現職教員研修（NIST）におけるEQUITVプログラムの紹介、重点州におけるEQUITVプログラム

の管理及び活用に係るクラスター研修の実施、EQUITVプログラム未開始校への啓発活動等。�

�

成果3に関する活動：�

対象州の教員養成校の校長や教官に対する研修の実施、教員養成校向け全国セミナーの開催等。

４）プロジェクト実施上の留意点

・対象地域のうち、①EQUITVプロジェクトの対象州（東セピック州、ブーゲンビル自治州）を普

及のリソースとして活用できるNGI地域及びモマセ地域では、域内の普及を目指し、②ハイラン

ド地域及び南部地域では、西ハイランド州、NCD及びセントラル州を普及のリソースとして育成

し、域内の普及はプロジェクト終了後に取り組む。なお、これら地域のリソースとなる5州を重

点州と位置づけ、プロジェクトが末端までの活動を支援し、NGI地域及びモマセ地域におけるそ

の他7州については、重点州での経験を基にPNG側による活動の実施を促す。�

・対象地域／対象州において、本協力期間中に域内／州内の全ての小学校をカバーすることは想

定せず、各地域／各州で計画に基づいて普及が進められているという状態を目指すことから、「

指標」の具体的な数値はプロジェクト開始後に策定する普及計画に沿って確定させる。�

・放送がEQUITVプログラムを活用する主要な手段である限り、常に放送枠の制約を受け続けるこ

とになる。そのため、本事業では学校における柔軟な活用を促す代替手段として、同プログラム

をDVDとして配布することを推進する。加えて、PNGにおける情報通信技術の発展に合わせて、同

プログラムで活用する通信媒体の多様化及び先端化についても、PNG側関係者と共に継続的に検

討していく。

（２）その他インパクト

　教育省は、EQUITVプログラムの普及を通した中長期的な教育の質の改善を見据えており、本事業

を実施することにより、全国の小学校における授業の質の向上に寄与することが期待される。

５．前提条件・外部条件 (リスク・コントロール)

  （１）事業実施のための前提�

  教育省がEQUITVプログラムの全国普及に対して強くコミットしている。�

  （２）成果達成のための外部条件�

  ・PNGが社会的、経済的、政治的な不安に陥らない。�

  ・対象州の治安状況が維持される。�

  ・EQUITVマネジメント委員会の中で大幅な人事異動がない。�

  ・初等教育の無償化に伴い、教育省が十分な学校補助金予算を確保する。�

  （３）プロジェクト目標達成のための外部条件�

  ・全国普及計画に基づいて各レベル（中央、地域、州）に十分な人員が配置される。�

  ・全国普及計画に基づいて各レベル（中央、地域、州）に十分な予算が配分される。�

  （４）上位目標達成のための外部条件�

  教育省が上位計画・政策の中でEQUITVプログラムを重視し続ける。
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６．評価結果

  　本事業は、PNGの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、また計画の適

  切性が認められることから、実施の意義は高い。

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用

  　EQUITVプロジェクトの終了時評価において、学校における柔軟な活用を促す代替手段として、モ

  デル授業のマルチメディア化が提言された。本事業ではDVD化を支援することで、これを推進して

  いく。

８．今後の評価計画

（１）今後の評価に用いる主な指標

４．（１）のとおり。

（２）今後の評価計画

2012年7月　   ベースライン調査�

2013年10月    中間レビュー�

2015年7月　   終了時評価�

2019年　　    事後評価

注釈

  *1　EQUITVプロジェクトのエンドライン調査は、授業観察の結果、モデル授業活用教師が非活用教

  師よりも、授業の進行、学習活動の実施、質問に対する技能、授業時間管理の4項目において優れ

  ていると報告している。また、同プロジェクト終了時評価は、学力テストの結果、モデル授業非活

  用校に対する活用校の学力の伸びに、統計的に有意な差が見られたと報告している。�

  *2　重点州：東セピック州（モマセ地域）、ブーゲンビル自治州（NGI地域）、西ハイランド州（

  ハイランド地域）、NCD及びセントラル州（南部地域）の5州。�

  *3　クラスター：いくつかの隣り合った学校によって形成されるグループ（学校群）。�

  *4　各種研修モジュール：ナショナルトレーナー及び州トレーナーの養成研修、EQUITVプログラム

  の管理及び活用に係るクラスター研修、教員養成校の校長や教官に対する研修に係るモジュール。

  *5　地域審議会（RCM）：教育省と地域教育事務所との定期的な会議。�

  *6　全国教育幹部会議（SEOC）：教育省と州教育局長との定期的な会議。�

  *7　地域トレーナー及び州トレーナー：視学官、教員養成校の教官、州教育局の行政官、優秀な学

  校教員等。域内の普及に取り組む地域においては、州トレーナーが地域トレーナーを兼務する。�

  *8　ナショナルトレーナー：EQUITVマネジメント委員会、教員養成・研修担当官、モデル教師等。
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